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１．「組織文化」の構成要素
　前回述べたように、組織単位の活動や目標達成状況の違いを生
み出す重要な要因として「組織文化」がある。組織は、構成メンバー
の間で共有された、その組織に固有の価値観や思考・行動様式を
形成・維持していると考えられている。そう考えると、教員をは
じめとする学校の組織メンバーによる意思決定や行動のありよう
はそれぞれが所属する学校という組織に存在する一定の組織文化
によって規定されると考えることができる。
　それでは、組織文化はいったいどんな構成要素から成るのか。
アメリカの組織学者・シャイン（Schein, E.）の説明を参照すると、
次のように考えることができる。
　組織文化は３つの層から成っていると考えられる（図１を参照）。
　第一の層は「人工物」つまり、物理的なモノである。学校の場
合で考えれば、校舎の構造やデザイン・色使い、運動場の広さ、
職員室の机・書棚等の並べ方、廊下や教室の掲示物、照明の明るさ、
児童生徒の制服や職員の服装あるいは言葉遣いなどなど、誰でも
容易に知覚することができるモノである。
　第二の層は、「価値」つまり価値観や規範意識ともいうべきモノ
である。この学校において教師はどうあるべきか、児童生徒はど
うあるべきか、という考え方。また、授業はどうあるべきか、生
徒指導はどうあるべきか、などについて、同じ学校のメンバーの
間で暗黙のうちに了解されている共通の「べき論」である。
　そして最も深いところにある第三の層は、「基本的前提」である。
「基本的仮定」と訳されることもあるが、むしろ「基本的前提」と
訳した方がわかりやすいと思う。組織メンバーの間で「あたりま
えのこと」と考えられていて、様々な行動や言動の前提になって
いる考え方である。学校で言えば、「この地域はこういう地域であ
る」「この学校の子どもたちはこういう子どもたちである」「教師
の仕事とはこういうものである」といったことで、各自の意識の
中に自明のこととして埋め込まれている観念のようなモノだとい
えよう。
　これら３つは、図１のように、表層にあって多くの人が知覚し
やすいレベルから深層の知覚しにくいレベルまで層構造を成して
いる。
  「基本的前提」の内容は、組織メンバー自身にとっては自明のこ
とであるため、自らそれを取り出して言葉にすることはきわめて
難しい。「価値」の部分は、個々の教員が口にする教育の理念や方
針あるいは、日々の教員の行動として比較的オモテに表われやす
いが、これもあまり自覚的には捉えにくい。最も見えやすいのが「人
工物」ではあるが、これもその学校の中で長い間過ごしてきたメ
ンバーにとっては気づきにくい。まして、その意味の真相までは
なかなか読み取りにくい。重要なことは、それらが構造的につな
がっていて、表面に現われた「人工物」はいわば氷山の一角であっ
て、その深層には「価値」と「基本的前提」が潜在しているとい
うことである。
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図１．組織文化の構造
　前回紹介した「効果的な学校」に関する研究は、子どもに対す
る期待を教職員間で共有していることが学校の教育成果を大きく
左右していることを明らかにした。子どもに対する期待とは、「こ
の学校の子どもたちは、どの子も必ずできるのだ」という「基本
的前提」である。それを基盤に、「そのような子どもたちに対する
授業はどうあるべきか」「教師はどうあるべきか」「学年としてど
のような指導体制を組むべきか」という「価値」が校内教職員の
間に維持されるのだろう。その結果として、各教員はそれぞれの
授業づくりを行い、学年や教科単位で子どもたちのニーズに対応
すべく様々な教育活動が実践される―つまり「人工物」が現れる
―ことになる。
２．「教員文化」と「組織文化」
　ところで、学校や教員のありようを説明する際に、「文化」とい
う言葉が用いられるのはあまり珍しいことではない。中でも「教
員文化」は、学校教育の現実や教員が置かれている状況とその背
景を説明するときに、比較的気軽に使われているように思われる。
　例えば、「勤務時間に囚われず児童生徒のために広範な業務を遂
行しようとする教員文化によって、教員は常に多忙の中に置かれ
ている」、あるいは「出る杭は打たれるという教員文化があるため
に、教員の間では特色ある教育実践を行うことが抑制されてしま
う」などである。
  「教員文化」とは、教員という職業に携わる者の間に意識的・無
意識的に共有された思考・行動様式や規範意識などの総体を指し
て用いられる概念である。つまり、それは教員という仕事に就い
ている者が、地域や学校の違いを超えて共通に持ちあわせている
ものの考え方や行動の仕方の特徴を表現しようとする。往々にし
てそれは、「教員（学校）とはこういうものである。なぜなら、
○○という教員文化があるからである」というように、ある状況
を説明するための概念にとどまりやすい。
　と同時に、学校の現状を創り出している要因が広く教員という
職業全体にわたる特徴にあると説明されると、問題を解決して改
善に取り組むための方向性を見定めることはきわめて難しい。な
ぜなら、それは教職をとりまく諸種の社会的背景要因が絡み合っ
た結果として形成されるもので、あくまでも教員や学校はそれを
受動的に受け止めるほかないと言わざるを得ないからである。
　しかしその一方で、前回紹介した「効果的な学校」研究にみら
れるように、学校によって教授・学習活動に大きな違いがあると
いうのも厳然とした事実である。そこに「組織文化」が関わって
いるということは、教員をはじめとする学校の組織メンバーによ
る意思決定や行動のありようは、それぞれが所属する学校という
組織に共有された固有の文化によって規定されるということであ
る。つまり、組織文化は学校のパフォーマンスを規定する要因で
ある。
　ただし、そう考えるだけならば、前述の「教員文化」の場合と
大差はない。「この学校とはこういうものである。なぜなら、○○
という組織文化があるからである」と、状況説明のための概念に
とどまってしまうからである。
　しかし、「組織文化」が学校単位で異なり、それは教員をはじめ
とする組織メンバー同士の相互作用を通じて形成されているのだ
とすれば、われわれは、「組織文化はメンバーの考え方や行動次第
で変革可能である」と考えることができる。そして、「組織文化は
どうすれば変革できるのか？」という課題意識をもつことが可能
になる。「組織文化」が前掲のような要素で構成されるのだとすれ
ば、学校を改善するということは、それらの要素の一部を何らか
の方法で変革することだといえるからである。
　一定の組織文化を形成している要因を分析し、そのどこかに何
らかの手立てを打つことによって組織文化を変える。そう考える
ことが、学校改善には重要であり、スクールリーダーはそのため
の組織力を構築することを考える必要がある。
　その際、学校が有する、組織としての特徴を踏まえることが重
要である。
３．「ウェブ（クモの巣）型」組織としての学校
　組織は、観る角度によって様々な側面をもっている。
　ある活動を組織的に実行するというとき、多くの人は、効率性・
合理性を高めるために各メンバーの役割と職務内容を明確にする
こと、つまり権限・責任の「構造」の明確化をイメージするだろう。
この面でみると、学校組織は一般に、少数の管理職以外は横一線
に並ぶ「なべぶた型」だと言われる。
  「なべぶた」とは、漢字の「けいさん冠：亠」のことで、その形
状から「文鎮型」組織とも言い換えられる。それは管理職と一般
教職員との意思疎通を難しくさせ、組織活動の効率性を阻む要因
ともみられてきた。そうした見方に立つと、そこに一定の階層性
を取り入れること、つまりタテ構造を強化することが必要だとい
うことになる。
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　だが、学校組織の特性を考えると、「構造」面に注目するだけの
組織改革では不十分である。前回述べたように、教員の職務には「不
確実性」や「予測困難性」とも言える特徴がある。それは、学校
のパフォーマンスとしての教授・学習活動の質に直結する。学校
組織における最も重大な意思決定は、一人ひとりの教員がそれぞ
れの教授・学習活動の展開場面で日々、行っているということに
なる。アメリカの研究者の言葉を借りれば、学校組織では一人ひ
とりの教員こそが「最前線の意思決定者」という位置にあるので
ある。
　他方、前述したように組織文化を構成する重要な要素として、
教職員どうしの間で共有された「価値」や「基本的前提」がある。
だとすれば、教職員どうしの日常的な関係やコミュニケーション
のあり方に注目して組織のあり方を考える必要があるのではない
だろうか。「なべぶた」という構造の面だけを観ていては、学校組
織の特徴を踏まえた認識には立ちにくい。
　学校組織は「なべぶた型」というよりも、「ウェブ（クモの巣）型」
に近い。
　学校組織にとって最も重要な教育活動の質は、個々の教員の判
断と行為に大きく依存する。すでに述べたように、さまざまな「曖
昧さ」のもとで多くの意思決定をしながら自律的に仕事をする教
員の活動は、たとえ組織の権限・責任を構造化しても、上から下
に向かう意思伝達だけでは本質的に統制できない。このような教
員職務の特性を考えると、組織内部で目標や課題の共有化を図る
ためには個々の教員が自らの教育実践に起因して抱く課題意識そ
のものを、相互に交流しあうことが不可欠である。
　木岡一明氏（名城大学）は、学校を「個々の自律的な判断（決定）
が活動を方向づける緩やかなネット組織」と捉えた上で、そうし
た組織の経営とは、「多元（それぞれの教職員の立場に規定される）
的で多方向（それぞれの教職員の教育観や指導観などに規定され
る）的な指向の総体からなる働きである」と述べている 。ここには、
学校組織に対する同様の認識があるものと思われる。
　そこで必要なことは、「上から下へ」や「下から上へ」に囚われ
ないコミュニケーション回路を開くことである。教職員どうしが
双方向・多方向で、教育活動（授業や生徒指導）そのものを主題
材として行うコミュニケーションの確立が前提条件となって、初
めて学校としての目標の共有と組織活動の一体性は維持されうる。
　以上に述べてきたことを踏まえると、学校組織の特徴は図２の
ようなイメージで捉えることが可能である。これを筆者は「ウェ
ブ型」と名付けている。
　図中の　印は教職員を、矢印は教職員どうしの繋がり方をそれ
ぞれ示している。真ん中の　は管理職である。斜線のついた　印は、
教職員の中でリーダー的な位置にいる者を表している。各教員の
教育活動は、各自の課題意識に基づいて進められており、それら
は相互に多様な繋がり方をしている。その繋がり方は必ずしも「横
一線」ではないし、部分によっては何かのきっかけで断裂してし
まうかもしれないというリスクも抱えている。そして、それぞれ
の○印のもとで、教授・学習活動の質に関わる重要な意思決定が
なされている。
　ただし、各メンバーの意識に構わず管理職が一方的に学校の進
むべき方向性を示そうとしても成功するとは限らない。力任せに
一つの方向へ引っ張ろうとする力が働いたりすると、もとのつな
がりや関係までも途切れてしまう。そんな性質を、学校組織は持
ち合わせているのではないだろうか。
　もちろん、「だから一人ひとりの教員が自由気ままにやればうま
くいく」と言うのではない。メンバーの誰もが常に意識できる、
組織の進むべき方向性がはっきりしている状態を創ることにより、
様々な意思決定の統合性を保証する必要がある。組織の中心には
当然ながら管理職が位置づくが、単に管理職自身の教育信念やビ
ジョンがあればよいということではない。
４．学校の組織文化を決定づける
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図２．「ウェブ」型の学校組織
スクールリーダーの新たな役割とは？　～学校の組織力向上のために～
19
職員の間で共有されている「基本的前提」および「価値」と管理
職自身の「基本的前提」および「価値」との間の親和性が高まり、
自分の学校のあり方や自分自身の教育活動のあり方についての考
え方に確かな統合性がつくられているときに、確固とした中心を
もつ「クモの巣」ができあがるということができる。
　アメリカの組織学者であるセンゲ（Senge, P.）が提示した「共
有ビジョン（shared vision）」という概念は、このことを考える上
で参考になる。彼は、組織にとっての「ひとつの目的地」や「望
ましい未来の映像」を「ビジョン（vision）」という言葉で表現
し 、それが組織メンバーの間で共有される事の重要性を説く。そ
して「共有ビジョンとは『われわれは何を創造したいのか』とい
う問いに対する答えである。個人のビジョンが、人がそれぞれ頭
のなかに描いている心象あるいはイメージであるのと同じように、
共有ビジョンとは、組織のなかのあらゆる人々が抱いている心象
である。」という。
　学校のように個々のメンバーの独立性が高く、言葉の上で組織
目標についての明確な共通理解を確立することが難しい組織の場
合、個々の組織メンバーの自律性を軽視することはできない。各
自の個人的ビジョンがどうあるかは、組織全体にとって重要であ
る。「共有ビジョン」は、「組織のなかのあらゆる人々の個人的ビジョ
ン」と結びついていることによって、初めて「共有ビジョン」た
り得るからである。
　多くの私立学校では、創設の基礎を成した建学の理念や教育目
標は連綿と受け継がれているだろう。しかしそれらは、個々の教
員が日常的に抱く課題意識とそれを背景にする教育実践に直接的
に合致するとは限らない。各教室では毎日、児童生徒の現実と向
き合うことを通じて様々な課題を意識した教育実践が取り組まれ
ているに違いない。とすれば、共有ビジョンの端緒は、すでにあ
る建学の理念や管理職の教育信条などのみにあるとは限らない。
教職員の間で抱かれた問題意識が建学の理念や学校教育目標と結
びつけられることによってこそ、共有ビジョンは形成される。
　その端緒が「どこ」あるいは「だれ」から発せられるかという
ことは、それほど重要なことではない。最も重要なことは、でき
るだけ多くの教職員個々が抱く「ビジョン」と通じ合うことによっ
て初めて、「共有ビジョン」になるということである。だからセン
ゲは敢えて、「したがってリーダーシップをとる立場の人々にとっ
てもっとも重要なのは、自分のビジョンもやはり個人のビジョン
なのだと肝に銘じることだ」と付言している 。
　そのような共有ビジョンを形成する上で重要なことは、一人ひ
とりの「教員のエンパワーメント（empowerment）」である。
  「エンパワーメント」という言葉は、最近、組織活動の改善にか
かわる議論の中で頻繁に登場する。「パワー（power）」は「力」
という意味だが、「権限」や「権能」という意味もある。「エンパワー
（empower）」はその動詞形で、一般辞書的な意味は「権能［権限］
を付与する、権力を委ねる、権利を委任する」（小稲義男編，『新
英和大辞典（第 5 版）』，研究社，1980 年）ということになる。
　しかし、最近の組織論でよく使われるこの言葉は、そのような
意味ではない。そこで前提とされる「パワー」は、自分の行動能
力や可能性に対する確信や自信、あるいは自己効力感など、人間
の内面的な力に焦点を向けて用いられる。したがって「教員のエ
ンパーワメント」は、制度上の権限を教員に委ねるという外面的・
形式的な「力の付与」というよりも、一人ひとりの教員に教授・
学習活動の質的改善に対する自らの関与可能性を確信させ、自信
と自己効力感をもたせるという意味を含んでいる 。一人ひとりの
教員が、「自分の課題意識やアイデアをもって取り組めば、必ず何
かを実現できる」という積極的な思いを抱くことができる状態を
つくることだと言い換えてもよい。
　学校の「共有ビジョン」形成のプロセスに教員が参加することは、
教員をエンパワーする。学校の自己評価プロセスへの参加や、分
掌リーダーとしての企画立案、あるいは校内研修の牽引などの役
割遂行もまた、教員をエンパワーする。自らの教育実践の中で子
どもの成長や変容の手応えを実感することは、ほかの何にも増し
て一人ひとりの教員をエンパワーする。その手応えを教員どうし
で確かめ合い、次のステップにある手応えを求めようとする意欲
を生み出すのは、コミュニケーションである。
　エンパワーされた教員どうしが、学校課題の解決のために紡ぎ
出す多様なコミュニケーションは、学校の組織力を高める原動力
になるといえよう。
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